
別紙様式５

岩手山麓農業水利事業導水路
撤去（その１）工事に係る電気通
信設備移転等補償金

分任支出負担行為担当官東北
農政局岩手山麓農業水利事業
所長増尾学

岩手県滝沢市
篠木待場80

令和5年11月1日

東日本電信電話株式会
社宮城事業部岩手支店
法人番号
8011101028104

岩手県盛岡
市中央通一
丁目2-2

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

公共事業を施工する際の権利の取得及び損失補償等に対して
契約を行うものであり、工事に必要となる土地等の権利者との
契約となることから、場所及び契約相手方が限定されるもので
ある。

- - - - - - - - - -

横手西部農業水利事業　石持川
幹線排水路工事に伴う損失補償
金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局平鹿平野農業水利事
業所長　落合　弘

秋田県横手市
大屋新町字大
平99-39

令和5年11月1日 個人情報非公表
個人情報非
公表

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

公共工事を施工する際の権利の取得及び損失補償等に対する
契約を行うものであり、工事に必要となる土地等の権利者との
契約となることから随意契約を結ぶものである。

- - - - - - - - - -

岩手山麓農業水利事業導水路
撤去（その１）工事に係る土地使
用補償金

分任支出負担行為担当官東北
農政局岩手山麓農業水利事業
所長増尾学

岩手県滝沢市
篠木待場80

令和5年11月10日 個人情報非公表
個人情報非
公表

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

公共事業を施工する際の権利の取得及び損失補償等に対して
契約を行うものであり、工事に必要となる土地等の権利者との
契約となることから、場所及び契約相手方が限定されるもので
ある。

- - - - - - - - - -

旭川農業水利事業大戸川頭首
工に対する工事に係る損失補償
金

分任支出負担行為担当官東北
農政局旭川農業水利事業所長
山岸　雄一

秋田県横手市
本町2-9

令和5年11月10日
大仙市大曲土地改良区
法人番号
3700150038907

秋田県大仙
市大曲西根
字小館10

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

公共工事を施工する際の権利の取得及び損失補償等に対する
契約を行うものであり、工事に必要となる土地等の権利者との
契約となることから随意契約を結ぶものである

- - - - - - - - - -

最上川下流左岸農業水利事業
生田排水機場建設工事に伴う土
地売買契約

分任支出負担行為担当官東北
農政局最上川下流左岸農業水
利事業所長　福田　浩二

山形県東田川
郡庄内町余目
字上梵天塚15

令和5年11月13日 個人情報非公表
個人情報非
公表

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

公共事業を施工する際の権利の取得に対して契約を行うもの
であり、工事に必要となる土地等の権利者との契約になること
から、場所及び契約相手方が限定されるものである。

- 2,164,163 - - - - - - - -

横手西部農業水利事業　石持川
幹線排水路工事に係る土地売買
代金

分任支出負担行為担当官　東
北農政局平鹿平野農業水利事
業所長　落合　弘

秋田県横手市
大屋新町字大
平99-39

令和5年11月14日 個人情報非公表
個人情報非
公表

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

公共工事を施工する際の権利の取得及び損失補償等に対する
契約を行うものであり、工事に必要となる土地等の権利者との
契約となることから随意契約を結ぶものである。

- - - - - - - - - -

岩手山麓農業水利事業導水路
撤去（その１）工事に係る土地使
用補償金

分任支出負担行為担当官東北
農政局岩手山麓農業水利事業
所長増尾学

岩手県滝沢市
篠木待場80

令和5年11月21日 個人情報非公表
個人情報非
公表

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

公共事業を施工する際の権利の取得及び損失補償等に対して
契約を行うものであり、工事に必要となる土地等の権利者との
契約となることから、場所及び契約相手方が限定されるもので
ある。

- - - - - - - - - -

津軽北部二期農業水利事業　芦
野幹線用水路付帯施設改修工
事の電気工作物移転等工事費
用補償契約

分任支出負担行為担当官東北
農政局津軽土地改良建設事務
所長　長野　誠司

青森県黒石市
追子野木3-
145-1

令和5年11月27日

東北電力ネットワーク株
式会社　用地部　配電線
路移設契約センター
法人番号
7370001044201

宮城県仙台
市泉区八乙
女4-5-1

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

公共工事を施工する際の権利の取得及び損失補償等に対する
契約を行うものであり、工事に必要となる土地等の権利者との
契約となることから、随意契約を結ぶものである。

- - - - - - - - - -
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